
令 和 4 年 8 月 8 日
各 位

契　約　日　から
令和5年2月28日まで

免除

日時 開札
場所

(1) 　契約保証金の納付
(2) 　契約保証金に代わる担保となる有価証券等の提供
(3)

(4) 　公共工事履行保証証券による保証
(5) 　履行保証保険契約の締結

前 払 金 ４０％以内 　※ただし、請負代金の額が１３０万円を超える場合に限る

部 分 払 回数は、米子市建設工事執行規則による　 ※部分払いに替えて中間前払の選択も可
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\10,513,800
最低制限価格 （直接工事費＋共通仮設費＋現場管理費の9/10＋一般管理費5.5/10）×1.1　　

米子市総務部契約検査課

入　　札　　説　　明　　書

　市が行う建設工事の工事希望型指名競争入札を下記のとおり行いますから、希望があれば米子市建設工事執行規則
（平成１７年米子市規則第１０６号）及び米子市会計規則（平成１７年米子市規則第４４号）を承知のうえ参加してください。

記

工 事 名 林道稲吉本谷線上坂橋補修工事

契 約 条 項 を 示 す 場 所 米子市総務部契約検査課
担 当 課 農林課
入札保証金に関する事項 入札保証金
現 場 説 明 会 なし

令和4年8月30日　午前10時10分
本庁舎２０２会議室

　請負代金の額が１３０万円を超える工事については、契約の締結と同時に請負代金額の１０分の１以上の額を保
証する次の各号の一に掲げる保証を付さなければならない。

　銀行若しくは市長が確実と認める金融機関又は保証事業会社（公共工事の前払金保証事業に関する法律
（昭和２７年法律第１８４号）第２条第４項に規定する保証事業会社をいう。以下同じ。）の保証

有

有
　開札前天災地変等のやむを得ない事由が生じたとき、又は競争の意思がないと認められるときは、入札の執
行を中止し、又は取り止めることがある。

　入札参加者が１者であっても、入札を執行するものとする。
　入札に参加する者に必要な資格のない者のした入札及び米子市郵便入札実施要領第４条に定める入札
は、無効とする。

　入札者は、到達した入札書は、書換え、引換え又は撤回することができない。
　入札者は、入札書到達後においても入札執行の完了までは入札の参加を辞退することができる。
　落札となるべき価格と同一価格の入札をしたものが２人以上あるときは、当該入札者にくじを引かせて、落札
者を決定するものとする。この場合において、くじを引くべき入札者が、当該入札の立会者として参加している
場合はその者が、参加していない場合は入札事務に関与しない職員に当該入札者に代わってくじを引かせる
ものとする。

　本件工事は、米子市建設工事最低制限価格設定要領に定める方法により、予定価格の2/3(ただし、8/10を
下回る場合は、8/10とする。)以上で最低制限価格を設定しており、最低制限価格を下回る価格で入札があっ
た場合は、当該入札者を失格とし、予定価格の範囲内の価格で入札した他の者のうち最低の価格をもって入
札した者を落札者とする。

　入札書に工事費内訳書が同封されていない場合は、無効とする
　落札決定に当たっては､入札書に記載された金額に10%に相当する額を加算した金額をもって落札価格（円
未満切捨て（単価契約を除く。））とするので、入札者は、消費税に係る課税業者であるか免税業者であるかを
問わず、見積った契約希望価格の110分の100に相当する金額を入札書に記載すること。

　入札参加者は､私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律(昭和22年法律第54号)等に抵触する行
為を行ってはならない。

　入札回数は、１回とする。
　米子市工事希望型指名競争入札実施要領に定める経営内容等が不健全な申込者及び工事成績が不良な
申込者は、不指名とすることがある。また、同一入札における資本的、人的関係にある複数の申込者のうち１
者のみを指名し、他の者を不指名とすることがある。

　申込時に届けのあった配置予定技術者の変更は、入札書差出期限まで変更可能とし、その後の変更は原
則として認めないものとする。

　同一の主任技術者は、米子市が発注した工事（通常型指名競争入札及び随意契約によるものを除く。）に３
件を超えて従事することはできないものとする。

　別に定める「建設工事に係る配置予定技術者の取扱いについて」における重複申込者に該当する者は、配
置予定技術者重複届出書を所定の方法により提出すること。なお、入札結果により配置予定技術者がいなく
なった場合は、失格とする。

　工事現場に配置する技術者等（主任技術者、監理技術者及び現場代理人をいう。）は、当該建設業者と直
接的かつ恒常的な雇用関係（第三者の介入する余地のない雇用に関する一定の権利義務関係が存在するこ
とをいう。）が申込日までに３ケ月以上ある者に限るものとする。

　工事設計図書　　別紙のとおり
　本工事の施工にあたっては、鳥取県制定「土木工事共通仕様書」、「土木工事施工管理基準」、「公共建築
工事標準仕様書」又はその他別に定める仕様書等に基づき実施しなければならない。
　この契約に係る工事の施工にあたっては、ダンプカー協会加入車を優先的に使用するよう努めること。
　工事着手前に自治会長及び地元関係者に連絡すること。

米子市建設工事執行規則第１４条により公にする予定価格

工事希望型指
名競争入札に
付 す る 工 事 工 事 場 所 米子市淀江町稲吉地内 工期

開 札 の 日 時 及 び 場 所

契 約 保 証 に
関 す る 事 項

そ の 他 の
注 意 事 項

施工に関する
注 意 事 項

入札に関する
注 意 事 項



部　長 課　長 担当課長補佐 審　査 設　計

橋長 L= 8.5ｍ 全幅 W= 4.5m

コンクリート補修工 1　式

ひび割れ補修工 1　式

表面処理工 1　式

排水管設置工 1　式

地覆嵩上げ工 1　式

舗装打替工 1　式

支承防錆工 1　式

令和5年2月28日

上坂橋

工　事　設　計　書

令和 4 年度 工　事　名 林 道 稲 吉 本 谷 線 上 坂 橋 補 修 工 事

設計金額 円

工 期 迄

工事場所 米　子　市 淀江町稲吉　地内

工事概要



（米子市版）

令和 4年 2月 14 日改正

新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止に係る特記仕様書

１ 目的・主旨

本特記仕様書は、工事及び業務（以下「工事等」という。）における新型コロナウイルス感染症

の感染拡大防止に必要な事項を定めたものである。受注者は本特記仕様書に従って感染拡大防止に

取り組むとともに、感染者等が確認された場合には発注者に速やかに報告するなど、感染拡大防止

に向けて適切に対応すること。なお、感染状況の変化等により感染拡大防止対策の変更を指示する

場合がある。

２ 感染拡大防止に向けた取組

（１）現場等における感染拡大防止対策

次の感染拡大防止対策を徹底すること。

① 工事の現場等においては、現場状況などを勘案しつつ、アルコール消毒液の設置や不特定

の者が触れる箇所の定期的な消毒、手洗い、うがいなど、感染予防の対応を徹底するとと

もに、発熱症状がみられる者の休暇の取得など、すべての作業従事者等の健康管理に留意すること。

② 元請事業者をはじめ、下請事業者や技能者など、施工に携わるそれぞれの立場において、

極力、三つの密を回避する対策やその影響を最大限軽減するための行動をとること。特に、

建設現場における朝礼・点呼や現場事務所などにおける各種の打合せ、更衣室等における

着替えや詰め所などでの食事・休憩等、現場で多人数が集まる場面や密室・密閉空間にお

ける作業などにおいては、他の作業員と一定の距離を保つことや作業場所の換気の励行な

ど、感染防止対策に取り組むこと。また、別紙の「３つの密を避けるための手引き」を全

ての作業従事者に周知するとともに、現場事務所等で掲示（掲示は工事のみ）を行い、三

つの密の回避や影響を緩和するための対策に万全を期すこと。

③ 作業従事者（下請事業者含む）が、鳥取県の指定する感染流行厳重警戒地域（Ⅳ）、感染

流行警戒地域（Ⅲ）、緊急事態措置区域及び、まん延防止等重点措置区域から新たに転入

（通勤者を除く）する場合は、転入する前の７日間はやむを得ない場合を除き外出を自粛

し、その後にＰＣＲ検査を実施し陰性であることを確認した上で、その結果を事前に監督

員等に報告し転入すること。また、感染注意地域（Ⅱ）から新たに転入（通勤者を除く）

する場合は、転入する直前にＰＣＲ検査を実施し陰性であることを確認した上で、その結

果を事前に監督員等に報告し転入すること。外出自粛中の行動履歴及びＰＣＲ検査の結果

については、確認することのできる書類を転入前に監督員等に提出すること。この対策に

要する費用については、感染防止対策に係る経費として設計変更の対象とするため、事前

に監督員等に協議すること。

（２）県外製作工場での監督員等の立会に検査（出来形・品質）

県外の製作工場における監督員等の立会による検査は行わないこととする。なお、受注者は

自主検査を行い、検査結果を監督員に提出し、監督員は書面で検査結果の確認を行うこととする。

（３）工事等の書類の提出及び受発注者間の打合せ

書類の提出及び受発注者間の打合せは次のとおりとする。

① 書類の提出について

ア 書面による指示、承諾、協議、提出、提示、報告及び通知は、やむを得ない場合及び契

約関係書類を除き電子メールにより提出することとする。

※契約関係書類：契約書、現場代理人選任（変更）通知書、主任技術者等（変更）選任通

知書、工程表、完成通知書、請求書、工事出来形部分等確認願

イ 押印書類は押印後にスキャンし、ＰＤＦに電子化したうえで電子メールにより送付する。

受理、承諾等の押印後は、押印後の書類を電子化し相手方に電子メールにより送付する。



ウ 発注者又は受注者の環境、添付書類が多く電子化することが困難な書類など、電子メー

ルによる送付が困難な場合は、事前に監督員等と協議を行うこと。

② 受発注者間の打合せ

ア 打合せは、事前に電子メールなどにより打合せに必要な書類を提出したうえで、ＷＥＢ

会議システム、電話、情報共有システム等を活用し、やむを得ない場合、現場立会を除き、

対面による打合せは行わないこととする。

イ やむを得ず対面による打合せを行う場合、現場立会を行う場合は、以下の点に留意すること。

・①密閉空間、②密集場所、③密接場面の３つの条件を避けること。

・最小限の人数で実施するよう双方で働きかけを行う。

・マスク着用を推奨する等、感染予防を徹底する。

・打合せ等に出席した全員の氏名を受発注者双方で記録すること。

３ 感染拡大防止対策に係る経費の設計変更

追加で費用を要する新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止対策を実施する場合には、実施内容に

ついて発注者と協議を行い、必要と認められる対策については、変更施工計画書（又は変更業務計画書）

を提出すること。なお必要と認められる対策については、設計変更の対象とする。

４ 感染等が確認された場合の対応

新型コロナウイルス感染症の感染等が確認された場合には、別紙１及び別紙２により対応するこ

と。

５ 新型コロナウイルス感染症に係る工事等の一時中止措置等について

新型コロナウイルス感染症の罹患や学校の臨時休業等の感染拡大防止措置に伴い技術者等が確

保できない場合、また、これらにより資機材等が調達できないなどの事情で現場の施工を継続する

ことが困難となった場合のほか、受注者から一時中止や工期又は履行期間の延長（以下「一時中止

等」という。）の申出があった場合においては、一時中止等を希望する期間のほか、受注者の新型

コロナウイルス感染症の感染拡大防止に向けた取組状況、地方公共団体からの活動自粛要請等の事

情を個別に確認した上で、必要があると認められるときは、工期の見直し及びこれに伴い必要とな

る請負代金額の変更、一時中止の対応等、適切な措置を行う。

６ 下請負人への配慮及び元請負人と下請負人との間の取引の適正化

下請契約においても、工期の見直しや一時中止の措置等を適切に講じるとともに、請負代金の設

定及び適切な代金の支払など、元請負人と下請負人との間の取引の適正化のより一層の徹底に努め

ること。

７ 測量等業務における検査について

原則対面検査は実施しない。ＷＥＢ会議システム、電話等を活用し検査を実施する。





 

 

別紙１ 

 

新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止に向けた 

工事及び業務の対応について 

 

 

１ 工事及び業務 （以下 「工事等」 という。） で新型コロナウイルス感染症の感染等が確認された場合の 

対応（以下「当対応」という。）（別紙２参照） 

 

（１）  対象者 

発注者：監督員、調査職員（以下「監督員等」という。）を対象とする。 

受注者：現場で直接作業する作業従事者（現場代理人、主任技術者、監理技術者、担当技術者、 

作業員(下請含む)及び業務で配置される全ての配置技術者）（以下「作業従事者」とい 

う。）を対象とする。（社内の事務員、他現場の作業従事者は、接触者、濃厚接触者に該 

当する場合であっても当対応の対象外） 

（２）  用語の定義 

現場等：作業場、事業所等をいう。工事においては工事現場、現場事務所及び休憩所、業務につ 

いては執務を行っている事務所をいう。 

陽性者：ＰＣＲ検査により、新型コロナウイルス感染症の感染が確認された者 

濃厚接触者：保健所が濃厚接触者に該当すると判断した者 

接触者：ＰＣＲ検査で陽性が判明した当該現場等作業従事者と、陽性が判明した日から遡って一 

週間以内に会話した者 

感染の疑いがある者：濃厚接触者、接触者及び咳や発熱等、新型コロナウイルス感染症が疑われ 

る症状を呈している者 

（３）  感染の疑いがある者が確認された場合の対応 

ア 感染の疑いがある者が受注者側の作業従事者に確認された場合 

 

「［１］ 該当者が受注者側の作業従事者の場合」 により対応。 

 

イ 感染の疑いがある者が発注者側の監督員等に確認された場合 

 

「［２］ 該当者が発注者側の監督員等の場合」 により対応。 

 

（４）  注意事項 

ア 陽性者について 

陽性者は、保健所、医療機関等の指導に従う。 

陽性者の現場作業への復帰時期についても医療機関等の判断に従う。 

イ 濃厚接触者について 

濃厚接触者は、保健所の指導に従う。 

濃厚接触者の健康観察期間（待機期間）は最終曝露日（陽性者との接触等）から７日間とする。 

ただし、道路の除雪業務に従事する者は社会機能維持者として、下記をすべて満たす場合に限り、 

受注者判断により濃厚接触者の健康観察期間（待機期間）の短縮を行うことができる。 

①当該濃厚接触者が無症状であること 

②最終曝露日から５日目にPCR検査若しくは抗原定量検査、又は４日目と５日目に抗原定性検査を 

行い、陰性を確認 

 

 

別紙 2 

別紙 2 



 

 

 

③待機解除後に業務従事する際は、感染対策を徹底し、１０日目までは当該業務以外の不要不急の 

外出は極力控え、公共交通機関の利用を避けること。 

※待機期間短縮に係る詳細については、「新型コロナウイルス感染症の濃厚接触者の待機期間等に 

ついて」（https://www.pref.tottori.lg.jp/302385.htm）を参照すること。 

ウ 接触者について 

接触者に該当するか否かは受発注者がそれぞれ判断する。 

パーテーションの使用、マスク着用の有無を問わず、現場等において、陽性が判明した日から遡 

って一週間以内に陽性者と会話した者は接触者となる。 

接触者はPCR検査で陰性が確認されるまで自宅待機（在宅勤務）とする。 

エ  （３）アにおける、「現場等の安全が確保されたか」について 

工事等の一時中止を解除するにあたり、保健所の指導に従い、機械設備、現場等の消毒作業を実 

施する。特に保健所から指導が無い場合、消毒完了をもって安全が確保されたとみなす。 

オ  （３）イにおける、「工事等の一時中止の要否を検討」について 

現場等の作業継続が可能な場合、監督員等の追加・変更（通知）や段階確認の臨場を机上とする 

（指示）等、現場等が継続できるよう監督員体制等の確保に努める。 

 

 

２ 工事等の書類の提出及び打合せについて 

（１）工事等の書類の提出 

ア 書面による指示、承諾、協議、提出、提示、報告及び通知は、やむを得ない場合及び契約関係書 

類を除き電子メールにより提出することとする。 

※契約関係書類：契約書、現場代理人選任（変更）通知書、主任技術者等（変更）選任通知書、 

工程表、完成通知書、請求書、工事出来形部分等確認願 

イ 押印書類は押印後にスキャンし、ＰＤＦに電子化したうえで電子メールにより送付する。 

受理、承諾等の押印後は、 押印後の書類を電子化し相手方に電子メールにより送付する。 

ウ 受注者の環境、添付書類が多く電子化することが困難な書類など、電子メールによる送付が困難 

な場合は、事前に監督員等と協議を行うこと。 

（２） 受発注者間の打合せ 

ア 打合せは、事前に電子メール等により打合せに必要な書類を提出したうえで、ＷＥＢ会議システ 

ム、電話、情報共有システム等を活用し、やむを得ない場合、現場立会を除き、対面による打合せ 

は行わないこととする。 

イ やむを得ず対面による打合せを行う場合、現場立会を行う場合は、以下の点に留意すること。 

・①密閉空間、②密集場所、③密接場面の３つの条件を避けること。 

・最小限の人数で実施するよう双方で働きかけを行う。 

・マスク着用を推奨する等、 感染予防を徹底する。 

・打合せ等に出席した全員の氏名を受発注者双方で記録すること。

https://www.pref.tottori.lg.jp/302385.htm


 別 紙 ２  

工事等で新型コロナウイルス感染症の感染等が確認された場合の対応 

［１］該当者が受注者側の作業従事者の場合 

受注者 発注者 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 現場内巡視 

 連絡体制の確保 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

 

 

 

 

 
 

 

 
 

 

 

 

 

 

  

② 以下を指示 

・現場作業の中止 

(再開時期不明のため、十分な安全対

策を実施) 

・感染の疑いがある者全員のＰＣＲ検

査を実施 

・感染の疑いがある者全員の自宅待機 

・対応状況の随時報告 

報告 

指示 

 

 

一人でも

陽性 

⑤ 工事等の一時中止を通知 

NO 

⑥ 工事等の一時中止 

YES 

現場等の安全が 
確保されたか 

⑨ 現場作業の再開 

⑧ 現場作業中止（工事等の一時中止）

の解除を指示（通知） 

   

 

 

⑦ 現場再開の協議 
協議 

全員 

陰性 
 

一
時
中
止
の
継
続 

指示 

通知 

現場等の安全確保は、保健所のアドバイ

ス等をもとに判断 

① 感染の疑いがある者を確認 

報告 

ＰＣＲ検査結果 

・接触者はＰＣＲ検査を実施し、 

陰性が確認されるまで在宅勤務 

・監督体制等の確保を検討 

一時中止を通知し、あわせて工期延期、請負代金の

変更など適切に対応

 
通知 

接触者に該当する場合 

濃厚接触者は保健所の指導に従う 

 

接触者は 

陰性が確認されれば現場復帰可能 

感染の疑いがある者 

濃厚接触者：保健所が濃厚接触者と判断した者 

接触者：現場等で陽性者と一週間以内に会話した者 

コロナ感染を疑う症状：咳や発熱等の症状がある者 

③ 感染の疑いがある者は直ちにＰＣ

Ｒ検査を実施 

④ 現場作業の中止と自宅待機を実施 

陽性者は保健所、医療機関等の指導に従う

（現場復帰時期は医療機関等が判断） 

（待機期間は7日間。なお社会機能維持者の特例措置は別紙1参照） 



［２］該当者が発注者側の監督員等の場合 
発注者 受注者 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ 発注者との接触状況を確認 

（状況確認の指示があった場合） 

ＰＣＲ検査結果 

陽性 

指示 

陰性 

・濃厚接触者は 

保健所の指導に従う  

・接触者は陰性が確認 

されるまで在宅勤務
 

 

② 自宅待機＋ＰＣＲ検査を実施 

③ 接触状況の確認を指示 
報告 

YES 

NO 

工事等の一時中止

の要否を検討 

⑥ 工事等の一時中止を通知 ⑦ 工事等の一時中止 
通知 

現場内巡視 
連絡体制の確保 

一時中止を通知し、あわせて工期延期、
請負代金の変更など適切に対応

 

⑨ 中止解除通知 ⑧ 現場再開の協議 

⑪ 現場作業を継続 ⑩ 受注者に連絡 

YES NO 

通知 

協議 

① 感染の疑いがある者を確認 

感染の疑いがある者を確認した場合 

「［１］該当者が受注者側の作業従事者

の場合」の②以降のフローに従う 

受注者側に感染の疑

いがある者を確認 

連絡 


